
決 算 額 構成比
経 常 一 般
財 源 等

構 成 比
一般財源等
（ 税 等 ）

経 常 一 般
財 源 等

経 常 収 支
比 率

4,505,218 25.20 4,505,218 49.44 3,222,225 2,880,448 31.1

116,175 0.65 116,175 1.27 2,018,175 1,926,049 20.8
人口集中地区人口 第 一 次 第 三 次 2,810 0.02 2,810 0.03 908,185 862,261 9.3

14,694 1,301 11,417 39,191 0.22 39,191 0.43 1,692,054 1,672,054 18.0

16,266 7.9% 69.0% 29,108 0.16 29,108 0.32 1,644,044 1,624,044 17.5
1,461 12,374 844,325 4.72 844,325 9.27 45,959 45,959 0.5
8.1% 68.9% 7,446 0.04 7,446 0.08 2,051 2,051 0.0

61,347 0.34 61,347 0.67 5,822,464 5,414,763 58.4

19,439 0.11 19,439 0.21 1,326,519 1,036,923 11.2

4,239,148 23.70 3,425,958 37.60 34,918 22,900 0.3

3,425,958 19.16 3,425,958 37.60 1,480,324 949,149 10.2

813,190 4.55 237,069 198,545 2.1

9,864,207 55.16 9,051,017 99.32 1,394,566 1,338,781 14.4

5,653 0.03 5,653 0.06 309,370

105,327 0.59 8,762,516 千円

170,513 0.95 5,185 0.06

83,142 0.46 466,385 94.5 ％

4,043,154 22.61 78,265

26,230 0.15 26,230 0.29 466,385

1,252,829 7.01 63,748

50,239 0.28 2,009 0.02 379,130 96.2 ％

110,628 0.62 23,507

2,102 0.01

789,844 4.42

209,713 1.17 22,472 0.25

1,170,442 6.54

163,906 0.92

17,884,023 100.00 9,112,566 100.00 10,834,546

312,199 1,927,081 42.77 100.9 1,837,873 175,741 1.02 175,681

290,410 1,633,047 36.25 101.1 1,591,754 1,748,948 10.17 1,571,615

364,190 294,034 6.53 99.8 246,119 7,425,673 43.19 3,726,642

285,714 2,089,486 46.38 101.1 2,075,899 1,791,363 10.42 1,094,150

311,675 148,918 3.31 102.2 143,633 5,000 0.03 5,000

337,537 7.49 104.1 337,756 474,403 2.76 185,374

145,298 0.84 122,813

1,944,161 11.30 818,993

2,196 0.04 466,868 2.71 404,568

2,196 0.04 皆増 1,235,614 7.18 1,037,656

1,785,700 10.38 1,692,054

(千円) 107,188

(千円) 357,101 4,505,218 100.00 101.3 4,395,161 17,198,769 100.00 10,834,546

(世帯) 4,902

(人) 7,428 現年課税分 滞納繰越分 合 計

(円) 157,662

(円) 104,047

(円) 412,408

普 通 会 計

令 和 ４ 年 度
決 算 状 況

県 名 徳 島 県 市 町 村 名 小 松 島 市
歳　入　の　状　況　　（単位：千円・％） 性　質　別　歳　出　の　状　況　　（単位：千円・％）

人 件 費 3,450,493

区 分 区 分 決 算 額 構成比

市 町 村 類 型 Ｉ － １ 種 地 区 分 Ｉ － ２
地 方 税 20.05

地 方 譲 与 税 う ち 職 員 給 2,182,241 12.69

人 口 （ 人 ） 面 積 ( ｋ ㎡ ) 人口密度 産

業

構

造

区 分 第 二 次 利 子 割 交 付 金 扶 助 費 3,501,979 20.36

国
調

令 和 2 年 36,149 45.37 797 2 年 3,826 配 当 割 交 付 金 公 債 費 1,785,700 10.38

平 成 27 年 38,755 45.37 854 国 調 23.1% 株式等譲渡所得割交付金 元利償還金元金 1,737,690 10.10

増 減 率 △6.72% 27 年 4,127 地方消費税交付金 元利償還金利子 45,959 0.27

住民基本台帳人口 令和5年1月1日 35,894人 令和4年1月1日 36,391人 国 調 23.0% 自動車税環境性能割交付金 一時借入金利子 2,051 0.01

区 分
令和３年度

（単位：千円）
令和４年度

（単位：千円）
区 分 指 数 等

（単位:千円・％）
指定団体等の指定状況

法人事業税交付金 義 務 的 経 費 計 8,738,172 50.79

地方特例交付金 物 件 費 2,030,480 11.81

1 歳 入 総 額 (A) 18,888,849 17,884,023 基準財政収 入額 4,346,793
地 方 交 付 税 維 持 補 修 費 47,898 0.28

新産業都市 普 通 交 付 税 補 助 費 等 2,197,625 12.78

2 歳 出 総 額 (B) 18,099,005 17,198,769 基準財政需 要額 7,768,498
昭和46年指定 特 別 交 付 税 うち一部事務組合 244,169 1.42

一 般 財 源 計 繰 出 金 1,738,848 10.11

3
歳 入 歳 出 差 引 額

(A)-(B)
(C) 789,844 685,254 標 準 財 政 規 模 9,088,276

東部地方拠点都市地域 交通安全対策特別交付金 積 立 金 310,839 1.81 経常一般財源等計
平成5年指定 分担金・負担金 投資・出資・貸付金 3,000 0.02

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

(D) 200,305 104,612 財 政 力 指 数 0.56
使 用 料 前年度繰上充用金 経常収支比率

手 数 料 投 資 的 経 費 2,131,907 12.40

5 実 質 収 支 (C)-(D) (E) 589,539 580,642 実 質 収 支 比 率 6.4 一部事務組合加入状況
国 庫 支 出 金 う ち 人 件 費 101,533 0.59 減収補てん債特例分及び

臨時財政対策債を除いた
場合の経常収支比率

国有提供施設等所在市町村助成交付金 普通建設事業費 2,131,907 12.40

5.52
6 単 年 度 収 支 (F) 263,672 △ 8,897 公債費負担 比率 14.5

し尿処理関係 県 支 出 金 補 助 948,904
那賀川湛水防除 財 産 収 入 単 独 975,426 5.67

7 積 立 金 (G) 251,832 305,416 積 立 金 現 在 高 1,017,397
市町村税滞納整理 寄 付 金 県営事業負担金 207,577 1.21
後期高齢者医療 繰 入 金 同級他団体施行事業負担金

8 繰 上 償 還 金 (H) 20,000 地 方 債 現 在 高 15,773,916
繰 越 金 受 託 事 業 費

諸 収 入 災害復旧事業費

9 積 立 金 取 崩 額 (I) 収益事業収 入額 50,000
地 方 債 失業対策事業費

うち臨時財政対策債

10
実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I)

(J) 515,504 316,519 債務負担行 為額 999,129
うち減収補てん債特例分

合 計 合 計 17,198,769 100.00

一 般 職 員 等 特 別 職 等 市　　税　　の　　状　　況　　　（単位：千円・％） 目 的 別 歳 出 の 状 況　　（単位：千円・％）

区 分 職 員 数
令 和 5 年 4 月
給料月額(千円)

一人当たり平均
給料月額(円)

区 分 適用開始年月日
一 人 当 た り 平 均
給料(報酬)月額(円)

区 分 決 算 額構成比増 減 率
基準税額
× 100/75

超過課税分
収入額

区   分 決 算 額 構 成 比 一般財源等

69,364 議 会 費

うち消防職員 39 11,326 個 人 分 総 務 費

一 般 職 員 347

21 7,648
副 市 長 令和3年4月1日 562,400

市 町 村 民 税108,333
市 長 令和3年4月1日 440,000

法 人 分 69,364 民 生 費

教 育 公 務 員 7 2,000 固 定 資 産 税 衛 生 費

うち技能労務職

合 計 354 110,333
収 入 役 － －

軽 自 動 車 税 6,231 労 働 費

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法 適
の

有 無
収 支 額

普 通 会 計
からの繰入

職 員 数

市 た ば こ 税 農 林 水 産 業 費

教 育 長 平成28年4月1日 661,000
特別土地保有税 商 工 費

法 定 外 普 通 税 土 木 費

水 道 事 業 有 124,427 780 13 議 会 議 長 令和3年4月1日 448,400
法 定 目 的 税 消 防 費

入 湯 税 教 育 費

国 民 健 康
保 険 事 業

無 107,188 357,101 8 議 会 副 議 長 令和3年4月1日 396,150
事 業 所 税 災 害 復 旧 費

都 市 計 画 税 公 債 費

介護保険事業 無 341,386 672,458 11 議 会 議 員 令和3年4月1日 371,450
水利地益税等 諸 支 出 金

法 定 外 目 的 税 前年度繰上充用金

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

無 11,421 709,289 3 国

保

会

計

の

状

況

競 輪 事 業 無 263,041

収 支 額 旧 法 に よ る 税

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 合 計 75,595 合 計

6
加 入 世 帯 数

適 用 税 率 の 状 況
徴 収 率 の 状 況

被 保 険 者 数 区 分

下 水 道 事 業 有 33,958 285,416 4
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

市 町 村 民 税

個 人 分
均 等 割：3,500円
所 得 割：標準税率に対する比率　1.0

市町村民税 99.4% 23.4%

固定資産税 99.2% 15.3%

98.0%
被保険者一人当り保険税調定額

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用
法 人 分

均 等 割：60,000円〜3,600,000円
法人税割：8.4/100

96.1%

固 定 資 産 税 1.40/100 合 計 99.3% 17.6% 97.1%

※歳入の地方消費税交付金のうち、社会保障財源交付金分465,770千円については、民生費の「社会福祉」分野で生活保護事業に187,000千円、「社会保険」分野で介護保険特別会計繰出金に239,000
千円、衛生費の「保健衛生」分野で定期予防接種等事業に39,770千円を充てている。また、入湯税については環境衛生施設の整備に2,196千円を充てている。


